
○令和４年度熊本市一般会計補正予算

○熊本市防災基本条例の制定について

総額128億7,815万円（減額補正予算含む）

●…衛生費　  ○…商工費 　 ●…民生費 　 ●…総務費

主な議案の概要

＜新型コロナウイルス関連分の主な内容＞
●新型コロナウイルスワクチン接種経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37億9,300万円　
●新型コロナウイルス感染症対策経費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22億6,780万円
○旅行商品割引事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6億円
＜原油価格・物価高騰等関連分の主な内容＞
●電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業・・・・・・52億7,500万円
＜通常分の主な内容＞
●社会保障・税番号制度推進経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3億円
●老人福祉施設整備費助成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2億1,480万円

くまもと市議会だより ● 令和4年（2022年）12月 第44号 5くまもと市議会だより ● 令和4年（2022年）12月 第44号4

歳出総額
4,444

　令和3年度における熊本市の一般会計決算は、歳入が4,261億円（前年度比マイナス288億円）、歳出が4,164億円（前年度比マイナス280億円）となりました。
　歳入と歳出を単純に差し引くと98億円の黒字の計算になりますが、翌年度へ繰り越すべき財源が36億円あり、差し引いて考えると、実質収支62億円の黒字と
なりました。この黒字は、令和4年度に繰り越され、歳入の一部となります。

〈一般会計・特別会計〉

会計名

一般会計

特別会計

合　計

収入総額 支出総額 収入支出差引額 会計名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

工業用水道事業会計

交通事業会計

174億4,088万円

131億4,093万円

193億5,459万円

558万円

19億7,268万円

4,261億3,882万円

2,183億5,578万円

6,444億9,460万円

4,163億7,447万円

2,134億4,799万円

6,298億2,246万円

97億6,435万円

49億   779万円

146億7,214万円

148億   930万円

102億5,747万円

173億8,213万円

493万円

20億   669万円

26億3,158万円

28億8,346万円

19億7,246万円

65万円

△3,401万円

収入総額 支出総額 収入支出差引額

（単位：億円）（単位：億円）

人件費
20.6％
859

扶助費
30.5％
1,268

公債費
8.0％
333

普通建設事業・
災害復旧費

13.3％
555

物件費
12.1％
503

繰出金
7.1％
297

使用料・手数料
1.8％
77

市税
28.3％
1,207

市債
9.7％
413

譲与税等
6.8％
290

地方交付税
12.6％
538

国県支出金
34.4％
1,464

その他
6.4％
272

補助費等
  5.6％
   234

その他 2.8％ 115

義務的経費
59.1％
2,460

義務的経費
59.1％
2,460

自主財源
36.5%
1,556

依存財源
63.5%
2,705

自主財源
36.5%
1,556

依存財源
63.5%
2,705

一般会計歳入 一般会計歳出

〈企業会計・収益的収支について〉

歳出総額
4,164

歳入総額
4,261

令和3年度（2021年度）決算の概要

予算決算委員会の審査概要 全議員で構成する当委員会で、令和３年度決算、令和４年度補正予算及び関連議案について
審査を行いました。質疑の詳細は、熊本市議会ホームページの会議録等をご覧ください。

総括質疑 （9月15日、9月16日）

熊 本 自 民

新型コロナウイルス感染症が与えた令和3年度決算への影響質
疑1

令和３年度の決算において、当初予定していた歳入歳出に対し、新型
コロナウイルス感染症によってどのような影響があったか。

令和３年度の市政運営について質
疑2

令和３年度の本市の運営は、全体を通して適正に行われたと考えて
いるか。令和３年度決算や年間の運営から見えてくる本市の課題は
何か。

ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）の成果と税収質
疑3

令和３年度の特産品を活用したふるさと納税の額や、返礼品のために
かかった費用とそれによる経済効果、事業者に支払った額は。また、令
和３年度の他自治体へのふるさと納税による減収額について問う。

商店街等プレミアム付商品券発行支援事業の成果質
疑６

本事業について、令和３年度
の経済効果をどのように見積
もっているか。

予定していた雇用確保のために課題の分析を4
令和3年度において、人員の確保がかなわなかった原因についてはど
のように分析しているのか。また、会計年度任用職員の報酬は、業務
内容に釣り合いが取れているのか。就労環境や報酬に対する現状把
握のためにアンケート調査を行ってほしい。

実績が伸びている企業誘致がもたらす経済効果質
疑７

令和３年度の企業立地件数と実現した雇用数は。また、ここ数年素晴
らしい成果をあげているが、新たに拠点を構えた企業の熊本市への
評価と、過去３年間で誘致した企業による経済効果を問う。

町内自治会における補助金の執行状況について質
疑８

活動終了後に各自治会から提出される事業実施報告書や収支報告書
などを精査することにより、問題点が把握でき、必要な指導や是正の
勧告ができるのではないか。

市役所庁舎建て替えに関する有識者会議について質
疑９

●有識者会議を立ち上げ予算上程。議会への予算説明は議事録
の提出ということだったが、なぜ約束を守らなかったのか。専門分
科会が会議非公開としたが、市長が公開してくれと言ったら公開
されたのでは。
●耐震性能を有しているという結論であった場合でも、他の理由で
建て替えの判断をする可能性があるのか。耐震安全性について、建
築基準法の水準にとどまらずといったことを会議では話しているよ
うだがどうなのか。
●専門部会で審議中にも関わらず、座長自ら建て替えた方がよいと
受け取られる自分の考えを述べている。会議座長の公平性を欠いた
議事進行に疑問を感じなかったのか。また、公平性の観点から市とし
て指摘しなかったのか。

質
疑

新型コロナウイルス感染症における戦略的モニタリング
検査の効果

５

事業の背景や費用対効果を指摘していた本事業の費用として、昨年4
月に4,800万円、6月に1億3500万円が認められた。事業の遂行状況
とその執行額を問う。

質
疑

自 民 党

水前寺・立田山断層調査により得た分析結果や情報の活用を質
疑１

令和３年度実施の水前寺・立田山断層調査に関して引き続きの調査
は。現段階で断層の存在が特定された地域へは情報を提供し、防災減
災対策へ活用を。

迅速な避難行動のための津波に関する情報について質
疑２

命を守る避難行動や防災減災意識向上には情報が重要。熊本市沿岸
の津波に関する調査結果では津波の想定最大値は3.4メートル。津波
到達時間などの情報を収集し、沿岸地域の住民へ提供すべき。

持続可能な農業基盤の確立とスマート農業導入促進について質
疑３

国・県の事業活用により市の財政安定を図ることも重要だが、農業基
盤整備の細やかなニーズに対し迅速に対応可能な体制を強化すべ
き。同時に、スマート農業導入促進事業の拡大を。

効果的なプロモーション活動の展開を検証する指標に
おけるWebサイトの設定

質
疑４

検証指標には、特集記事数よりもアクセス数を設定するべきでは。

You Tube 配信を使ったPRに対する認識質
疑５

少ない視聴回数を踏まえ、動画配信によるPRの考え方は。

You Tube熊本市公式チャンネルの動画視聴回数について質
疑６

再生回数２桁の動画が半数を占めるが、この再生回数をどう評価する
のか。

広報予算の効果的な執行の必要性について質
疑７

人気動画には多額の制作費がかけられている。より多く視聴していた
だくためにさらなる調査・研究・検討が重要。

仰松軒及び熊本城の修復保存にかかる費用について質
疑8

文化財の修復保存には多額の費用がかけられているが、仰松軒と熊
本城の修復保存にかかった費用と利用者数は。

文化財の保存と活用のバランスについて質
疑9

文化財の保存に多額の修復保存費用がかかっている。費用に対し
十分な活用施策が行われているのか。

職員の健康管理メンタルヘルスケアについて質
疑10

高ストレス症状の対象者は職員全体の8.3%に達しているため健
康被害防止の観点でコロナ関連の交付金を活用し福利厚生事業
の拡充を行う必要があるのではないか。

新型コロナワクチンの接種の有無による人権問題について質
疑11

同調圧力の多発要因は、感染症やワクチンに関する正しくてタイ
ムリーな高レベルの情報が定着していないことにある。そのた
め、啓発を強化すると共に人権擁護のシステム機能を有益なもの
にすべき。

同調圧力防止のための広報啓発活動について質
疑12

同調圧力や情報災害が発生しないよう正しい情報の見極めや発
信力である情報リテラシーが求められる。そのため、確定的な論
拠をもった公平公正な情報の流布が重要である。

　災害時に市民等の生命、身体、財産及び暮らし並びに個人の尊厳を守るため
に、防災に関する基本的な考え方を示し、市、市民、事業者及び地域の防災組織
等の役割を明らかにするとともに、防災に関する意識の醸成を図ることにより、
地域防災力の最大化を図り、もって現在及び将来の市民が安心して暮らすこと
ができる真に災害に強いまちを実現するため。
＜制定内容＞
　１ 総則
　　目的、定義、基本理念
　２ 自助、共助及び公助
　　市民の役割、事業者の役割、地域の防災組織の役割、市の役割、避難所の
　　運営等、帰宅困難者に係る対策、避難行動要支援者への支援
　３ 情報の収集、分析及び発信
　　正確な情報の発信等
　４ 多様性の尊重
　５ 復旧及び復興
　６ 災害の教訓等の伝承
　　災害の教訓等の活用等、防災教育、熊本地震の日
＜施行日＞
　令和４年（２０２２年）１０月１日

○熊本市職員の定年等に関する条例の一部を改正する等の
　条例の制定について
　地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の施行に伴い、
職員の定年を引き上げるとともに、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再
任用短時間勤務制の導入等をするため
＜主な制定内容＞
　１ 熊本市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２７号）の一部改正
　　(1) 定年の引上げ
　　(2) 管理監督職勤務上限年齢制の導入
　　(3) 定年前再任用短時間勤務制の導入
　　(4) 情報提供・意思確認制度の導入
　２ 熊本市職員の再任用に関する条例（平成１３年条例第３号）の廃止 
　３ その他
　　(1) 暫定再任用制度の導入
　　(2) 改正内容１に伴う熊本市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  
　　　　（平成１７年条例第１号）の一部改正
＜施行日＞ 
　令和５年（２０２３年）４月１日等

○熊本市手数料条例の一部改正について
　個人番号カードを利用して証明書等自動交付機を介して証明書等の交付を
行う場合における手数料について、当分の間、その減額を拡大するため。
＜改正内容＞
　個人番号カードを利用して証
明書等自動交付機を介して証明
書等の交付を行う場合における
手数料は、当分の間、一律１０円
とする。
※ 規則で定める日をもって終了
＜施行日＞
　令和４年（２０２２年）１２月１日等 

※ 個人番号カードを利用し、証明書等自動交付機を介した場合の料金改正です。

住民票の写し

印鑑登録証明書

市県民税（所得・課税）証明書

納税証明書

固定資産関係証明書

戸籍全部（個人）事項証明書

対象となる証明書等 現行

200円 10円

450円

改正後

その他経費
27.6％
1,149

その他経費
27.6％
1,149

投資的経費
13.3％
555

投資的経費
13.3％
555

プレミアム
商品券


